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第１回県労連幹事団交渉
財政状況を理由に勧告の完全実施を明言せず～人件費は義務的経費だ！
この期に及んで「調整額」の廃止、特殊勤務手当化を提案⇔県労連は白紙撤回を求める
県労連は10月27日、第１回幹事団交渉を労務担当局長と行いました。

冒頭、芹沢県労連議長は、「25日の回答交渉で副知事から県の財政状況について話を聞いたが、公務員の労働基本権制約の代償措置としての県人事委員会勧告を尊重すべきだ。県労連要求に対する具体的な回答を求める。」とし、河原労務担当局長から別表記載の回答がありました。

毎度おなじみの「財源不足」を回答
　河原労務担当局長は、「人勧尊重を基本」としながら、基本賃金、地域手当について「財政状況をギリギリまで見極める」、一時金についても「話せる段階ではない」として、県人事委員会勧告の実施を明言しませんでした。

　大阪府人事委員会は本年の勧告で、「人事委員会制度は、憲法で保障された労働基本権の制約に係る合憲性の根拠となる代替措置として位置づけられるものであり、とりわけ給与勧告は、職員の生活を維持するための措置として、人事委員会制度の中でも最も重要なものである。」、「職員給与は、義務的経費であり、危機的な状況にない限り、厳しい財政状況下においても、予算上適切に措置される必要がある。」と明確に述べています。

　他団体とはいえ、都道府県人事委員会勧告の重みを当局は認識すべきではないでしょうか。
民間実態と乖離した扶養手当提案

　人事院は「民間企業での配偶者への扶養手当支給は減少傾向」、「近年見直しを行った民間の半数が配偶者を特別扱いしない」として、その根拠数値を示さず配偶者の扶養手当削減を勧告し、県人事委員会も「人事院が言及している状況の変化等とおおむね同じ傾向」として、人事院勧告と同様の勧告をし、当局はこの部分だけ実施を明言しています。

しかし、県人事委員会勧告の資料によれば、県内民間企業で配偶者に家族手当を支給している割合は76.4％、うち「配偶者に対する家族手当を見直す予定のない企業」は75.7％でした。

民間準拠の原則から離れ、安倍内閣の要請のみに応えた人事院勧告に追随した県人事委員会勧告。それを実施しようとする提案は受け入れられません。

　また、扶養手当を受給している配偶者の中には、親の介護のためにやむなく退職した方、自身や家族の病気のために働きたくても働けない方もいます。弱者にしわ寄せがいく見直しは容認できません。

交渉経過を反故にする調整額の特勤化提案

　この数年、特殊勤務手当、調整額について交渉を継続し、今期は調整額の見直しについて、これまで4回にわたって交渉を積み上げてきました。

　それが突然、「労使の隔たりが大きいので、調整額を廃止して特殊勤務手当化したい。今交渉中にまとめたい。」という提案です。

　「隔たりが大きいから交渉経過をひっくり返す」やり方は、労使の信頼関係を破壊するものです。

当局は「勤務の特殊性について重なる部分がある」としていますが、国では、「その特殊性に基づき、俸給月額につき適正な調整額表を定める」ものを調整額、「その特殊性を俸給で考慮することが適当でないと認められるもの」が特殊勤務手当と区分し、県でも同様の整理をしてきたはずです。

制度運用や労働条件を大きく変える内容を、たった1か月の交渉期間で決着させたいとの提案は、あまりにも身勝手、不誠実であり、自治労県職労は白紙撤回を強く求めました。

　私たちの賃金・労働条件は、私たちだけでなく、市町村や公共サービス、民間労働者にも影響を及ぼします。その自覚をもって取り組みを進めます。
	労務担当局長の回答要旨

	基本姿勢
	○2017年度の財政収支において、650億円の財源不足を見込んでおり、いまだに財源確保の見通しが立っていない。一番の懸念材料は税収である。これまでの基調が変わってきており、税収確保が微妙である。2016年度当初予算のように臨時的財源が見込めない。繰越財源の目途が立たず、県財政は例年以上に厳しい。

○これには人事委員会勧告を完全実施した場合に要する人件費は見込んでおらず、財源不足はさらに膨らむ。全庁一丸となって、歳入の確保と徹底的な歳出削減に取り組まなければならない。

○こうした厳しい財政状況下において、公務員の処遇には強い関心が持たれ、人件費の扱いについては議会も注目している。透明性、説明責任がより一層求められる。

○「自主交渉・自主決着」の立場を基本に、誠意をもって話し合っていきたい。

	基本賃金

一時金

諸手当等
	○人事委員会勧告（月例給は平均784円、一時金は勤勉手当を0.10月分引上げ）の尊重を基本として、県内民間賃金との均衡を図るべきものと考える。
○しかし、財政状況が例年以上に厳しいので、ぎりぎりまで見極めざるを得ない。勤勉手当の成績率については、話せる段階にない。

○今年度の地域手当については、給与制度の総合的見直しを円滑に進める観点から、今年度の支給割合を4月に遡及し0.1％引き上げて、11.6％にするよう勧告が出された。しかし、厳しい財政状況下にあっては、ぎりぎりまで見極める必要がある。

○来年度の地域手当については、支給割合を11.6％から11.8％に引き上げる勧告が出されたが、厳しい財政状況下にあっては、ぎりぎりまで見極める必要がある。
○扶養手当については、人事委員会報告・勧告を踏まえ見直しを行う。2017年度から開始し、段階的に行う。
配偶者：14,800円→6,500円
子：7,000円→11,000円（配偶者のない場合：12,500円→17,500円）
配偶者・子以外の扶養親族：7,000円→6,500円
扶養親族でない配偶者がある場合の特例（7,800円）は廃止

行(1)8級　子以外：3,500円
行(1)9級以上　子以外：不支給
　経過措置：行(1)7級以下は2018年度、8級は2019年度、9級以上は2020年度完成

○期末・勤勉手当支給の基準日（6/1、12/1）に採用された者については、採用月に支給される期末・勤勉手当の支給対象外としたい。（国からの割愛や任命権者間異動で在職期間が通算される者は現行どおり支給）
○調整額・特殊勤務手当については、この間見直しの協議を行っており、現在、福祉関連施設の調整額について話し合いを進めている。しかし、労使間の隔たりが大きく、解決を図るためには何らかの対応が必要だ。調整額と特殊勤務手当には勤務の特殊性について重なる部分がある。調整額は、期末・勤勉手当と退職手当にも反映され、退職時の所属や業務内容によって退職金に大きな影響が出る。継続勤務、勤続褒賞の観点からも均衡上問題がある。そこで、調整額を廃止し、特殊勤務手当を支給することとしたい。よって、現在示している調整数の引下げ提案は撤回し、しかるべき場で話し合いたい。

	福利厚生の充実
	○花輪、生花、供物代を交付申請する場合には、領収書を添付することとし、15,000円を限度に実費支給としたい。

	総労働時間の短縮
	○職員の健康管理の面から、またコスト意識をもって効率的な行政運営を一層進めていく必要がある。

○管理監督者の意識改革は大切、マネジメント能力の向上に取り組んでいる。

○全庁一斉ノー残業デーの取組み、グループウェアにノー残業デーを表示、所属において議論の場を設定、スマート県庁アクションプランで残業ゼロに向けた取組みの推進、一時的な業務応援体制、柔軟な人事異動などを実施。総労働時間の短縮に向け、引き続き努力していく。
○今年度、一部の職場でテレワークの試行を開始、職員アンケートも行った。しかるべき場で話し合う。

	メンタルヘルス対策等の強化
	○これまで、職場リハビリをする職員に対する傷害保険制度の導入、採用5年目の職員を対象とした面談、月80時間超の時間外勤務をした職員全員を面接対象とする、などの改善を図った。

○休職中の過ごし方や職場復帰までの流れを記載したしおりを必要に応じて休職者に配布している。メンタルの外部相談窓口も4か所増やし、31か所とした。

○ストレスチェックを行い、高ストレス者への面接指導、メンタル相談の周知を行っている。
○今年度は合同庁舎（平塚、横須賀、小田原、厚木）において精神科医が面接を行う。
○ハラスメントのない職場環境づくりは重要な課題である。マタハラ指針の作成、セクハラ指針の改正についてしかるべき場で話し合う。

	休暇制度の

充実・改善
	○育児・介護休業法の改正に伴い、人事委員会報告の趣旨に即した改正を検討する。

○夏季休暇の取得期間延長、日数増は難しい。

○忌引休暇については国並みとし、配偶者は10日を7日に、配偶者のおじ・おばは対象外としたい。

	安全衛生
	○安全衛生委員会機能の充実に向けて努力していく。

	仕事と家庭の

両立支援
	○「次世代育成支援・女性活躍推進に関する職員行動計画」を効果的に実施したい。

○育児休業中の職員への情報提供として、タブレット20台を配布し、円滑な職場復帰の支援を行っている。

○育児・介護休業法改正を踏まえ必要な措置を検討する。

	臨任・非常勤職員の勤務条件改善
	○給与・報酬には予算の制約があり、休暇等については職場運営、任期に定めのない職員との均衡を踏まえると、慎重に対応しなければならない。

○非常勤報酬については、正規職員の給与を整理した上であらためて提案したい。

	人事評価制度
	○再任用職員の勤勉手当への反映は、2017年12月期から開始することとなった。具体の内容は、しかるべき場で話し合う。

○地方公務員法の改正に伴い、臨任・非常勤・任期付職員についても人事評価制度を導入し、評価結果の反映を行いたい。具体的な内容はしかるべき場で話し合う。

	懲戒処分の指針
	○例示として記載していない信頼を裏切る行為を指針に盛り込みたい。


確定闘争日程

10月31日（月）15時　　支部代交渉

　　　　　　　　　　17時半　報告集会／横浜公園（どなたでも参加できます）

　11月2日（水）　第2回幹事団交渉

　　　　　　　　　　18時半　自治労県職労集会

　　　　　　　　　　　　　　／波止場会館（どなたでも参加できます）

　11月8日（火）　第3回幹事団交渉

　11月9日（水）　18時半　県労連総決起集会

　　　　　　　　　　　　　　／関内ホール（どなたでも参加できます）

　11月10日（木） 決議文手交

　11月15日（火） 最終幹事団交渉
　11月17日（木） 戦術配置

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































